
Ⅱ.目 的

　本研究における目的は、当事者が もつ就労意向と主観

的QOLの 関係性 を明らかにすることである。

Ⅲ.研 究方法

1.研 究の対象と倫理的配慮

　使用するデータは、2005年12月 か ら2006年1月 に

かけて実施 した市精連の満足度調査4)で ある。2007年

8月 市精連調査部会において再分析の了承 を得た。市精

連満足度調査 において主観的QOLス ケールも組み込ま

れている。データの再分析 においても本調査 と同様に、

匿名性を配慮 し個人の情報が守られること、データ管理

について も調査者が責任をもって管理することを市精連

に約束 した。

2.研 究方法

　 1)市 精連満足度調査の再分析

　 データは、横浜市内の精神障害者地域作業所、小規模

通所授産施設の利用者であり、62箇 所に配布 され56箇

所 より回収 した。有効回答数は787で ある。

　 2)分 析方法

　 分析 にはSPSSverl5.0、 　AMOS16を 使用 した。就労

に関する質問を軸に、クロス集計、コレスポンデンス分

析 を中心におこなった。主観的QOLを 軸にグループ別

での比較をおい、 また、主観的QOLの モデル検証のた

めに共分散構造分析をおこなった。

　 3)青 森県内における精神障害者の社会資源の把握

　青森県内における精神障害者の社会資源の把握には青

森県精神保健福祉セ ンター等で公開されているデータの

収集 とともに、実践家の方々か らお話 をうかがい情報を

収集 した。

Ⅳ.結 果

　 1)就 労への意向について

　「今 は考えていない」が36%、 「そのうち、ゆっ くりと

就職について考えたい」が20%、 「いつか就職 したいと

希望 している」が23%、 「1-2年 のうちに就職 したい」

が12%、 「半年以内に就職 したい」が9%で あった。
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2)就 労の意向と年齢

年齢と就労の意向をクロス集計おこなった。自由度8、

I.は じめに

　社会福祉の視点か ら日中活動の重要な場である小規模

作業所及び小規模通所授産施設(現 在作業所の多 くは障

害者 自立支援法に基づ く自立支援給付の対象事業あるい

は地域生活支援事業への移行が行われている、以下、作

業所 とする)を 利用する精神障害者(以 下、利用者 とす

る)に焦点をあてた主観的QOLス ケール(以 下、本スケー

ル)の 開発をおこなって きた(石 田、2006)1)。58項 目

か らなるスケールの うち、多変量解析 を通 して22項 目

にまで絞ることが可能であることが示唆された。
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業体系に移行 した としても、利用者のQOLと いう視点

から大切な要素が保証されていかなければならない。

1)石 田賢哉(2006)「 地域 にお ける精神障害者 の生

活 の質に関す る研究－地域の 日中活動 における主観 的

QOLの 視点か ら」大正大学大学院人間学研究科　平成

17年 度博士学位論文.

X2値58.022、1%水 準 で有 意 で あ った。 同 時 に調整 済

み残差 も出力 し、年齢 別 にみる就 労への意 向の特徴 をみ

るため コレス ポ ンデ ンス分析 をお こなった。20代 は 「そ

のうち」「いつか」、30-40代 は 「1-2年 の うち」、50

代 以 上 は 「今 は考 えてい ない」 で グルー プ化 された。

は調整済み残差値

が 十2以 上 となった

カテ ゴリである

　3)就 労への意向 と利用期間

　自由度8、X2値78.886、1%水 準で統計的に有意であっ

た。調整済み残差 も出力 しコレスポンデンス分析 をおこ

なった。

　利用期間が1ヶ 月以上1年 未満は 「そのうち」「1-2

年の うち」「半年以内」 と、1年 以上5年 年未満 は 「い

つか就職 したい」と、利用期間5年 以上は 「今は考えて

いない」でグループ化 された。

Ⅴ.考 察

　作業所利用期間が短いと就労への意向が強いとい う結

果であったが、これは、家族からの強い期待や、何 とか

早 く良 くなって元通 りの生活に戻 りたいといった焦 りの

気持ちか らきている可能性 もある。一定の利用期間を経

て、自分 らしい生活スタイルを確立 し、生活の リズムを

取 り戻 し、リカバリーしている利用者は多い。長期的な

視点か ら利用者のリカバ リーを支援することが地域生活

支援の基本 にあ り、作業所は精神障害者の地域生活支援

の非常に重要な役割を担 って きている。現在、障害者 自

立支援法における新事業体系への移行期であ り、作業所

の多 くは就労継続支援B型 や就労移行支援へ と移行 し

てい くことが想定される。しか し、作業所が歴史的に担 っ

て きた役割や機能は決して就労支援だけではない。新事
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